農業委員会研修テキスト１農業委員会制度に基づいてご説明を申し上げます。
このテキストは、シリーズの１が農業委員会制度、２が農地法、３が農地関連法制度となっており、３冊で農地制度とこれを運用する農業委員会についての制度のおおまかな枠組みについて説明しています。このほか「農業委員・推進委員活動マニュアル」や「農業委員会業務必携」「農家相談の手引」など関連図書もありますので、テキストシリーズの１、２、３で基本を押さえた上で、活動のための知識を深める上で適宜その他の図書もご活用いただければと存じます。
テキスト１の「はじめに」をお開き下さい。
平成２７年に改正され、平成２８年４月1日に施行された新しい農業委員会法では、６条２項で「農地等の利用の最適化の推進」が必須事務となりました。
農地利用の最適化とは、１．担い手への農地利用の集積・集約化、２．遊休農地の発生防止・解消、３．新規参入の促進の３つの取り組みです。
これらの活動は、従来から農業委員会組織が取り組んできたものですが、必須の事務として位置づけられたことで、取り組みの体制が強化されることとなりました。具体的には、区域ごとに新たに「農地利用最適化推進委員」が置かれ、農業委員と連携して取り組む体制が整備されました。
また、農業委員についても、これまでの公職選挙法を準用した公選制をやめて、集落等の推薦に基づく市町村長による任命制に変更されました。これと同時に、農業委員の過半は認定農業者であることとし、引き続き青年や女性の登用も進めていくこととなりました。
さらに、意見の公表・建議・諮問答申の機能は廃止されましたが、関係行政機関等に対して、農業委員会が施策の改善に向けた意見を提出することが農業委員会法３８条で必須とされ、関係行政機関には農業委員会の意見を考慮することが義務づけられるなど、その役割が強化されました。
また、令和元年の農地中間管理事業法の改正では、「人・農地プラン」と呼ばれる地域の「土地と人」の将来計画について話し合うため、農業委員会が農地所有者の意向を把握したり、農業委員・農地利用最適化推進委員が積極的に地域の話し合いに参加することが法律の中に位置付けられました。
今後、農業者の高齢化やリタイアの増加、後継者の不在等の問題が深刻化する恐れがある中、農業委員・推進委員の「農地利用の最適化」の取り組みは一層重要性を増してくることになります。
これからも農業委員と農地利用最適化推進委員、事務局が連携し、農業委員会会長のリーダーシップのもとで、都道府県の農業会議、全国の農業会議所とともに「農業委員会ネットワーク」として組織一丸となった取り組みを強化していくことが急務となっています。

２頁をお開き下さい。

農業委員会の基礎知識として、農業委員会の４つの基本的な性格と対応する事務について書いております。

左から、「農地の確保と有効利用に向けて取り組みます」とありますのは、農業委員会法６条１項に定める事務です。農地法に基づく許可や農地利用状況調査など、法令の定めに基づき、農業委員会だけが専属的な権限として行う事務です。

次に、「農地等の利用の最適化」ですが、冒頭もご説明しましたように、「担い手への農地利用の集積・集約化」「遊休農地の発生防止・解消」「新規参入の促進」であり、平成２７年の農業委員会法改正で新たに必須事務に位置付けられました。　認定農業者など担い手の規模拡大の支援や遊休農地の解消に向けて、「人・農地プラン」の作成・見直しなどの地域における協議の場を活用しつつ、農地中間管理機構との連携・強化によって活動の成果を上げることが期待されています。
３頁、左の「農業の担い手の育成確保」は、農業委員会法６条３項に定められた業務です。農地の有効利用には農業経営の育成が不可欠です。簿記記帳や青色申告の推進、農業経営の法人化の支援、農業経営の改善に役立つ情報提供活動を通じて、農業経営の支援に取り組みます。これら役立つ情報の提供は、全国農業新聞や全国農業図書の普及、農業委員会だよりなど独自の情報発信、日々の農家相談への対応を通じて行います。
３頁、右側は、農業委員会法３８条に基づく意見の提出です。農業委員会は、農業委員や農地利用最適化推進委員のみなさんが、遊休農地対策や担い手対策、新規参入の促進など、農地利用最適化の活動をはじめとして、集落や地域で活動していただくなかで、広く農業者の声を汲み上げて、関係行政機関等に対して施策の改善について具体的な意見を提出することが義務づけられています。意見の提出を受けた行政機関等はその内容を考慮しなければならないこととなっています。
２頁から３頁は法律に基づく４つの分類を書いたものですが、４頁～５頁ではさらに具体的なイメージとして６つに分けています。
１は、優良農地の確保と有効利用であり、ほぼ６条１項業務に該当します。
２は、農地利用の最適化の業務に該当します。

３は、農業経営の合理化に向けた地域の世話役活動であり、ほぼ６条３項業務に該当します。

４は、１～３までの業務を的確に実施するため、農業者や地域に必要な情報を伝えるための活動です。そのためには、週刊の全国農業新聞を農業委員・推進委員のみなさんは全員が購読して頂き、その知識を現場で活用しましょう。また、全国農業図書で刊行しているテキストや書籍で農地制度や認定農業者制度のほか、支援施策について情報を収集し、現場で役立てる準備をすることが大切です。

５は、関係行政機関等への意見提出です。農業委員会法３８条では、「農地利用の最適化の推進施策の改善について」となっていますが、農業委員会の業務を通じて、つまり農地利用状況調査などに限らず、認定農業者との意見交換や人・農地プランの話し合いなどの活動を通じて得られた知見をもとに、幅広い視点で意見を提出することが求められます。
６は、農業者年金の加入推進です。農地法等の法令に基づく事務としては、農委法６条１項の業務に分類されるものですが、農業者の老後の生活の安定を図るために欠かせない、優れた制度である農業者年金の加入推進を図ることは、農業委員会の活動の大きな柱だといえます。

６頁をお開き下さい。

ここでは、農業委員会組織とは何かということについて書いてあります。農業委員会は、市町村におかれる行政委員会です。
行政委員会とは、キーワードに書いておりますように、「地方公共団体などの一般行政部門に属する行政庁であって、複数の委員によって構成される合議制の形態をとり、かつ、母体となる行政部門からある程度独立した形でその所管する特定の行政権を行使する地位を認められるもの」です。

農業委員会は市町村ごとに設置が義務づけられています。特例として市町村の面積が２万４千ヘクタールを超えるか、農地面積が７千ヘクタールを超える場合には市町村内に２つ以上の農業委員会を置くことができます。また、農地が全くない農業委員会には農業委員会を置かないこととなっています。さらに、農地面積が著しく小さい市町村、つまり北海道では８００ヘクタール以下、都府県では２００ヘクタール以下の市町村では農業委員会を置かないことができることとなっています。

この農業委員会を支援する法人として、都道府県段階では都道府県農業会議が都道府県知事から、全国段階では全国農業会議所が農林水産大臣から、「農業委員会ネットワーク機構」として指定を受けています。
農業委員会ネットワーク機構の仕事は、７頁にありますように、その基本的な役割としては、都道府県の機構では農業委員会相互の連絡調整や農業委員、推進委員、職員への講習・研修、農地法等に基づく業務を担います。全国の機構は、都道府県機構の連絡調整と都道府県機構が行う研修等への協力を行います。このほか、都道府県と全国の機構に共通する業務としては、農業者や就農希望者への支援、法人化等の経営支援、経営者の組織化と運営支援、農業に関する調査・情報提供があります。特に、農地情報の収集・整理については、農業者や新規就農者、新規参入企業、農地中間管理機構への提供も行います。
８頁をお開き下さい。
「農業委員会の構成については、農業委員で構成するほか、農地利用最適化推進委員を置いています」と書いてあります。法律上、厳密に言えば、農業委員会は農業委員で構成するものであり、その農業委員会が委嘱するのが農地利用最適化推進委員となります。そういう意味で、ここではそういう書き方をしているのですが、農業委員会の活動をする上では、農業委員と推進委員がまさに「二人三脚」で力を合わせ、「一体となって」取り組むことが重要です。

そして、農業委員と推進委員は、非常勤ではありますが、特別職の地方公務員です。公務員としての責任と自覚を持って、活動に当たる必要があります。

農業委員は、農業者等の推薦・募集の結果を尊重して、市町村長が議会の同意を得て任命します。任命の要件は、農業に関する識見を有し、農業委員会の所掌事項に関し職務を適切に行うことができることとなっています。

このほか、原則として農業委員の過半が認定農業者等となるようにすること。また、利害関係を有しない中立の委員が１人以上含まれるようにすることが必要であり、青年・女性の積極的な登用に努めることも求められます。
（※注意：下記のなお書きは令和４年２月１４日時点の情報になります）

なお、※印の注意書きにもありますように、農林水産省は現在、この「認定農業者等の過半要件」の見直しを検討しています。具体的には「認定農業者に準ずる者」を任命できる農業委員会の要件に「農業委員会の区域内の認定農業者数が農業委員定数の８倍を下回る場合」との規定がありますが、この「８倍」を「３０倍」に緩和するとともに、議会同意を廃止する方向で省令が改正される見通しとなっています。この省令案の施行日は令和４年４月1日とされています。
農業委員の定数の上限については、農地利用最適化推進委員の設置の有無で異なり、政令に定める基準に従って条例で定められます。

農業委員の任期は３年となっています。

９頁になりますが、農業委員には在職中はもちろん、退任後にも秘密保持義務がありますので、職務上知り得た秘密を漏らすことがないよう注意して下さい。
農業委員会を代表するのは農業委員が互選する会長です。互選とは、選挙権者が同時に被選挙権者として相互に選挙を行うことをいいます。
会長は、農業委員会の事務を総轄し、職員を指揮・命令し、総会を招集し、議長を努めるなどの役割を努めます。

農地利用最適化推進委員については、農業者等の推薦・募集の結果を尊重して、定められた区域ごとに農業委員会が委嘱します。委嘱の要件は、「農地等の利用の最適化の推進に熱意と識見を有すること」であり、農地１００ヘクタールあたり１人を目安に条例で定数を定めることとされています。
なお、この「１００ヘクタールあたり１人」の定数基準ですが、令和３年９月の農業委員会法の政省令改正で緩和され、農地利用最適化の推進が困難な場合、具体的には、特定農山村地域に該当する場合か、都市計画区域を含み農地面積比率が１５％未満等の場合については、市町村が必要と認める数を加えて定めることができるようになりました。この制度改正は令和４年４月に施行されます。
任期は農業委員の任期満了の日までとなっています。農業委員と同様に、農地利用最適化推進委員にも在職中だけでなく退任後も秘密保持義務があります。

推進委員は、農業委員会の総会や部会での議決権こそありませんが、必要に応じて総会や部会で報告等を求められる他、自らが担当する区域での農地等の利用の最適化の推進について総会や部会等で意見を述べることができます。

農業委員会では「農地等の利用の最適化」の推進について指針を策定することが求められていますが、この指針の策定にあたっては、必ず推進委員の意見を聞くこととなっており、推進委員はこの指針を踏まえて現場での活動を行います。農業委員会は、農地の権利移動の許可や農用地利用集積計画の決定、農地転用許可の意見具申、農地利用最適化の施策に関する意見提出にあたって、推進委員に意見を求める場合がありますし、推進委員の希望で総会等に出席することもできます。農業委員会は農業委員と農地利用最適化推進委員が連携して活動するほか、農地中間管理機構とも十分に連携してその機能を活用することが重要です。
農地利用最適化推進委員を設置しなくていい市町村は、「農業委員会の必置義務がない市町村」であるか、あるいは「遊休農地率が１％以下で担い手への農地集積率が７割以上の市町村」、つまり農地利用の効率化と高度化が相当程度図られている市町村です。
１１頁をご覧下さい。ここには「農業委員会の組織」とあります。

農業委員会の総会は、合議体である農業委員会の最高議決機関です。農地法の審議や農業経営基盤強化促進法に基づく利用集積計画の決定等の他、農業委員会の活動目標・成果目標の策定、点検・評価も行います。

部会は、市町村の区域を分けて設定することができます。農業委員会法の改正によって、部会はその区域にかかる全ての事務を処理することができることとなりました。従来の農地部会と農政部会など課題別の部会ではなく、区域について全ての権限を持ちます。この部会についても委員の構成は、認定農業者の過半要件と中立委員の必置要件を満たす必要があります。

　総会と部会の審議については、民主的な運営を図るため公開とされ、議事録も公表することとなっています。

１２頁からは、農業委員会法の事務について、さらに具体的に説明しています。

農業委員会法第６条第１項に基づく事務、なかでも農地法に基づく事務としては、農地法３条、４・５条、６条、３０条などの事務があります。
農地法３条は農地の売買・貸借等について農業委員会の許可を要件とするものですが、農業委員会としては、許可申請書が提出されたら、複数の農業委員や推進委員が現地調査を行った上で、総会又は部会で審議して許可の可否を決定します。

農地法４・５条は、農地を農地以外に転用する場合は農業委員会を経由して都道府県知事や指定市町村長の許可を求めていますが、農業委員会としては、許可申請書が提出されたら、総会又は部会で審議し、農地転用許可基準から意見を決定して都道府県知事等に送付する必要があります。

１３頁には、農地法６条の農地所有適格法人の要件確認について書いております。

法人が農地の権利を取得するには、原則として農地所有適格法人の要件を満たす必要があります。農地所有適格法人とは、以前「農業生産法人」と呼んでいたもので、平成２８年４月１日に改正農地法が施行されたことにより名称の変更と要件緩和が行われました。農業委員会は農地所有適格法人として権利を取得した法人がその要件を引き続き満たしているかどうか、報告を受けて確認するほか、必要に応じて事務所に立入調査を行ったり、要件を満たさなくなるおそれがあるときには勧告等を行うこととなっています。

　農地法３０条では、農業委員会は毎年１回管内の全ての農地の利用状況を調査することとしています。８月に実施するこの調査にあたっていただくのは、農業委員や農地利用最適化推進委員のみなさんです。まず全体を目視で確認し、遊休化している可能性のある農地についてはさらに詳しく確認を行います。
　こうした農業委員、農地利用最適化推進委員の日常の活動は、しっかりと記録し、その後の確認・点検により、将来の活動に生かしていくことが大切です。後ほど説明しますが、農林水産省は、推進委員等が最適化活動を記帳し、それを基に点検・評価を行い、結果を公表することを定めた通知を令和４年２月に発出しています。
　１４頁をご覧下さい。
農地法３０条から４２条では、遊休農地の所有者等への対応について規定しています。農地利用状況調査を踏まえて、遊休農地等と判定した場合は、ただちに遊休農地の所有者等に対して意向調査を行い、農地中間管理機構を活用した有効利用を図ります。

意向調査の選択肢は「農地中間管理事業を利用したい」「耕作を再開したい」「自ら受け手を探して農地を売りたい」などとなっています。

意向どおりに対応しない場合や、そもそも意向を表明しない場合には、農業委員会が農地中間管理機構と協議するよう勧告を行います。

１５頁には遊休農地に関する措置の流れを書いております。
８月頃に実施する利用状況調査で遊休農地等と判定したら、直ちに意向調査書を発出します。回答期限は１カ月以内とし、期限までに回答が得られない場合は、推進委員等が直接訪問等により確実に意向を確認します。意向表明から６カ月経過後の現地確認で意向どおりに利用されていない場合は、1カ月以内に勧告を実施することとなります。

そのほか、農地等の賃貸借の解約に当たって必要となる知事許可について農業委員会の総会又は部会で審査し意見を決定すること、農地等の利用関係に関する紛争について和解の仲介を行うこと、農地の賃借料等について情報提供を行うことも農地法上の農業委員会の役割となっています。

１６頁をご覧下さい。こちらは農業経営基盤強化促進法（基盤法）に基づく業務になります。

市町村は「基本構想」を作成する際には、農業委員会等の意見を聞くことになっています。基本構想とは、各市町村において、今後10年間にわたり、その育成すべき効率的かつ安定的な農業経営の目標を明らかにし、そのような農業経営を育成していくための施策等市町村の考え方を明らかにするものです。農業委員会は総会又は部会で基本構想の案について意見をまとめます。

次に、市町村が農用地利用集積計画を定めるときは、農業委員会の決定を経る必要があります。農業委員会は総会又は部会でこの計画を決定する際に「全て効率利用」「農作業常時従事」などの要件を満たすかどうかを審査します。
また、農業委員会は、基盤法１５条において、認定農業者や認定新規就農者からの「農地を借りたい」等の申し出や農地所有者からの「農地を貸したい」等の申し出を受けて、農地の利用関係の調整をすることとされています。地域の農業事情に精通した農業委員や推進委員の知識や人脈を活かしつつ、農業委員会事務局とも連携して取り組み、農地中間管理機構も含めて調整を行います。

１７頁の③には農地中間管理事業の推進に関する法律（略称は機構法、あるいは農地中間管理法といいます）に基づく事務を書いております。
農地中間管理機構が農地を借り受ける際には、農用地利用集積計画による方法のほか、農業委員会へ届出書を提出する方法があります。

また、農地中間管理機構が借り受けた農地は、機構が作成する農地利用配分計画によって農地の借り手に再配分されるのですが、この計画案の作成は多くの場合、市町村に依頼されています。市町村はこの計画案を作成するにあたって、必要に応じて農業委員会の意見を聴くものとされており、意見を求められた農業委員会は総会又は部会の審議に基づいて意見を述べることとなります。
そのほか、農地中間管理機構が借受・転貸を同時に行う場合には、農用地利用配分計画によらずに農用地利用集積計画のみで賃借権の設定等を行うことができます。これを「農用地利用集積計画一括方式」といいますが、農業委員会は基盤法の場合と同様、総会又は部会で審査の上、計画を決定することになります。
１８頁の④には農業振興地域の整備に関する法律（略称は農振法）に基づく事務を書いております。
市町村が農業振興地域整備計画を策定、変更する際には農業委員会の意見を聞くこととなっています。

⑤では、特定農地貸付法に基づく事務を書いております。

　市民農園の開設に当たっては、特定農地貸付法、市民農園整備促進法、都市農地貸借円滑化法のいずれかに基づく手続きが必要であり、この手続きに含まれる農業委員会の承認や決定を行うかどうかを農業委員会の総会又は部会で審議することとなっています。

法令等に基づく農業委員会の事務については、農地法、基盤法、機構法、農振法、特定農地貸付法のほかにも、土地改良法、租税特別措置法、土地区画整理法、生産緑地法など多くの制度に関する事務があります。なかでも農業者年金基金法に基づく加入推進事務は、農家にとってメリットの大きい制度であり、「どうして教えてくれなかったの？」と言われないよう加入推進を進めることが大切です。

１９頁からは「農地利用の最適化」について具体的に説明しています。
この事務は平成２７年の農業委員会法によって必須となりました。
　囲みの中に、農業委員・推進委員のやるべきこととして「日常的な農地の見守り活動」と「農家への声掛け活動」とあります。これは、例えば「自宅から圃場へ移動する途中で、新たな遊休農地の発生や違反転用に気づいた」「あぜ道で立ち話をしていたら、農地を誰かに貸したいと相談を持ち掛けられた」－－などで、こうした日常活動が農地利用最適化の最初の一歩となります。
これまで、あまり意識してこなかった日々の活動も最適化活動として明確に位置付け、活動記録簿にしっかり記帳し、それを基に最適化活動を点検・評価し、公表することは農業委員会活動への周知と理解にもつながっていきます。
　「人・農地プラン」は、「担い手をどうやって確保するか」「農地利用の集積・集約化をどうやって進めるか」という課題について、地域の話合いにより、具体的な計画をまとめるものです。機構法の２６条３項では、「人・農地プラン」等の話合いに対して、農業委員会は農地所有者の意向を把握し、農業委員・推進委員が話会活動に参加するなど、必要な協力を行うとされています。
２０頁は「遊休農地の発生防止・解消対策」になります。
利用状況調査と農地所有者等への意向把握に併せて、農業委員と推進委員が戸別訪問や相談活動を行い、農地中間管理機構への貸付を促します。非農地の判断は所有者からの申請がなくても総会等で決定すれば行えます。守るべき農地を明確にするためにも、基準に即して適切かつ速やかに判断することが必要です。

３の「新規参入の促進」については、新規就農、企業参入のそれぞれの場合に応じて、農業委員・農地利用最適化推進委員の役割が期待されます。

新規就農の促進では、　ＩターンやＪターンで他地域から若者等が就農する場合、知り合いや頼る者もいない場合がほとんどです。意欲と能力のある新規就農希望者については、農業委員及び農地利用最適化推進委員がその後ろ盾となって、就農候補地を見つけ、農地所有者との橋渡しをするなど、親身な支援が期待されています。
　企業参入の促進では、個人農家や集落営農については、法人化の取組みが進んでいるほか、企業の農業参入についても、経営計画の内容を確認した上で、市町村、農業委員会事務局と、農業委員、農地利用最適化推進委員が適切に役割分担、連携することで、参入候補地となる農地の確保や農地所有者との橋渡しをするなど、親身な支援を行うことが期待されています。
２１頁の６条３項事務については、法人化・農業経営の合理化、調査・情報提供について書いています。

　「農地等の利用の最適化」を実現するには、農業者の経営改善が不可欠です。簿記記帳や青色申告、法人化の推進にあたっては、都道府県農業会議や全国農業会議所など農業委員会ネットワーク機構と連携した取り組みが重要です。

　「農地利用の最適化」を進めるには、農地の賃借料、農作業労賃、農地の売買価格等に関する調査をはじめとして、地域農業の実態を把握する必要があります。農業委員、農地利用最適化推進委員、農業委員会事務局が連携して調査活動に取り組みます。

　地域の農業者等が法令を遵守し、関連制度を活用していくためには、制度や施策について周知するための情報提供活動が重要です。農業委員と推進委員が事務局とともにこの活動に取り組み、全国農業新聞、全国農業図書の活用や農業委員会だよりの刊行等に取り組むことが欠かせません。

２２頁は「農業委員会法３８条に基づく関係行政機関等への意見提出」になります。
これは、農業委員会が自ら作成する指針と計画（Ｐｌａｎ）に基づいて活動（Ｄｏ）、点検（Ｃｈｅｃｋ）した中で、施策のさらなる改善（Ａｃｔｉｏｎ）に向けた提案を行うというＰＤＣＡの考え方に基づいています。
２２頁の５は「指針の策定と活動の点検・評価及び公表」とあります。
この「指針」とは、数年後における地域の農地利用の将来ビジョンであり、指針には、担い手への農地集積と遊休農地の解消、新規参入者の確保について目標と推進方法を定めます。
　そして２３頁になりますが、指針を定めたら、農業委員会は、毎年度の目標を３月末までに定めます。具体的な内容は、令和４年２月に発出された農林水産省の通知に示されていますが、目標には「活動目標」と「成果目標」の２つがあり、これが「指針」の目標を達成するための単年度目標になります。
活動目標には「推進委員等の最適化活動の日数」「最適化活動の強化月間等の設定」「新規参入相談会への参加」の３つを定めます。
一方、成果目標には、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進の３つがあり、「農業委員会の目標」と「推進委員等の担当地区の目標」を定めます。
　そして、「計画－実行－評価－改善」のＰＤＣＡサイクルが適切に働くように、農業委員と推進委員の皆様は最適化活動を記録簿に記帳し、その記録に基づいて活動の点検・評価を行い、その結果を公表します。
この農林水産省の通知は、令和３年６月に閣議決定した規制改革実施計画等を踏まえ、最適化活動の目標設定と活動成果の評価方法等を示したもので「令和４年度から毎年度実施する」とされました。
農業委員会は今後、この通知を踏まえた取り組みが求められますが、農業委員・推進委員の皆様は、先ほども申し上げましたとおり、日ごろからあまり意識せずに行っていた最適化活動、例えば、「田んぼに行く途中で農地に異変がないことを確認した」「車で移動中に遊休化の兆しを見つけた」「あぜ道でたまたま会った農家との立ち話で、農地利用の意向を聞いた」等についても記録簿にどんどん書いて活動日数にしっかりと反映すること、そうした取り組みを通じて農業委員会活動の「見える化」を実践することを心がけていただければと思います。
２４頁には、農業委員、推進委員として留意すべき事項をまとめてあります。

総会・部会の運営にあたっては、事務局まかせではなく、農業委員、推進委員が必要な意見を述べ、参画することが重要です。

委員については、議事参与の制限に留意する必要があります。農地利用最適化推進委員についても、総会や部会で意見をもとめられ、発言することができるため、議事参与の制限の趣旨を踏まえて、審議への公平性を疑われないよう、自己又は同居の親族、配偶者に関する事項については留意することが適切と考えられます。

農業委員会には、農地法に基づく農地の売買・貸借の許可など、法令により「許可権限」が与えられています。その適正執行により法令等を遵守すること、法令違反なしないことが大変重要です。委員一人一人が高い倫理観を持ち、地域農業の代表者として自覚と責任ある行動をとる必要があります。

